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新聞×ネットの広告シナジーが創出する新しい価値 
～「多メディア時代における新聞の役割と 

メディア接触者の動向調査」結果を発表～ 
 

２０２５年３月１３日 

一般社団法人日本新聞協会 

広 告 委 員 会 

 

 日本新聞協会広告委員会は３月１３日、「多メディア時代における新聞の役割とメディア接

触者の動向調査」（２０２５）の結果を発表しました。 

 デジタル時代において、生活者は既存メディア発の情報をマス媒体だけでなく、インターネ

ットからも入手し活用しています。生活者のメディアへの接触・利用状況や印象・評価などを

明らかにした調査結果から、ネット広告やＳＮＳのみで企業メッセージを発信するよりも、新

聞広告を組み合わせることで、効果的な広告活動が期待できることが分かりました【資料２ペ

ージ】。新聞や新聞広告とネットとの関係、両者が生み出す相乗効果と利用者の特徴からうか

がえる新しい価値をご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査は全国の１５歳以上７９歳以下の１２００人を対象に、２０２４年９月から１０月にか

けて乗り合い形式の訪問留め置き法で実施しました。調査では、電子版やニュースサイト、Ｓ

ＮＳなどネット経由で見聞きされる新聞の情報を含め「新聞」として集計しています。テレビ、

雑誌、ラジオについても同様です。ＰＲ資料は、「Ⅰ 補完し合う新聞とネット」「Ⅱ 新聞・ネ

ット利用者の特徴」「Ⅲ 新聞メディアの特性」の３部構成となっています。Ⅲについては従来、

ネットをひとくくりにしたデータのみを紹介してきましたが、今回は「ニュースサイト・アプ

リ」「ポータルサイト・検索」「ＳＮＳ」「動画共有プラットフォーム」に細分化したデータも

掲載しました。 

調査結果は、新聞広告総合ウェブサイト「新聞広告データアーカイブ」

（https://www.pressnet.or.jp/adarc/）でも公開しています。  

報道資料 
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Ⅰ 補完し合う新聞とネット 

【資料３ページ】新聞とネットには異なる特長があり、相互に補完し合う関係にあることから、

両者の強みを生かして期待できる広告効果を紹介します。なお、本調査では生活者の新聞、テ

レビ、ネットの接触頻度をもとに以下の３グループに分け、分析しました。 

①新聞・ネット利用者 

 テレビの利用状況にかかわらず新聞（紙の新聞、電子版・オンライン版）とインター

ネットを毎日利用している人 

②ネット利用者 

 新聞とテレビは毎日使わないがネットを毎日利用している人 

③テレビ・ネット利用者 

 新聞は毎日使わないがテレビとネットを毎日利用している人 

【資料４ページ】補完性のある新聞とネット 

 メディアの印象・評価で重視する項目と実際の

評価から新聞とネットの関係をみると、生活者が

メディアに対し最も重視する「情報が正確で信頼

性が高い」や「安心できる」「中立・公正である」

「情報が整理されている」といった項目で新聞は

ネットより高いスコアとなりました。 

これに対しネットは「日常生活に役立つ」「自

分の視野を広げてくれる」「親しみやすい」とい

った項目で新聞よりスコアが高く、新聞とネット

はそれぞれの特長を補完し合う関係にあること

がうかがえます。 

【資料５ページ】ネット利用者にも届く新聞広告 

ＳＮＳで新聞広告に関する投稿の閲覧経験がある「ネット利用者」は４５.５％で、「リポス

ト（リツイート）」「いいね」などの反応またはシェア、投稿をしたことがある人は２６.７％

に上ります。幅広い年齢層が新聞広告に関するＳＮＳ上の投稿を閲覧し、反応またはシェア、

投稿した経験があることも分かりました。新聞広告は日常的に新聞に接触しない人にも、ＳＮ

Ｓを通じてリーチできる可能性がうかがえます。 

【資料６ページ】新聞広告×ネットで理解促進・信頼性向上 

ネットで記事や広告を見た後に、各メディア（「紙の新聞」「地上波・ＢＳ・ＣＳなどのテレ

ビ」など）の広告で同じ情報に触れた時の感じ方を尋ねました。 

マス４媒体それぞれに週１日以上接触している人をメディアごとに比べると、紙の新聞広告

を見て「理解が増す」と答えた人は３６.１％、「信頼性が増す」と答えた人は２９.８％で、

全メディアの中で最も高いスコアとなりました。 

新聞とネットを組み合わせることで、それぞれの媒体特性を生かし、広告の訴求力を高める

ことが期待できます。  
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Ⅱ 新聞・ネット利用者の特徴 

【資料７ページ】新聞とネットを毎日利用している人を「新聞・ネット利用者」、新聞とテレ

ビは毎日使わないがネットを毎日利用している人を「ネット利用者」として、両者の特徴や違

いを明らかにします。 

【資料８ページ】未来志向・社会貢献感度の高い新聞・ネット利用者 

 新聞・ネット利用者は高い社会意識と未来志向を有していることが明らかになりました。選

挙への投票率や社会問題への関心がネット利用者と比較して高く、特に「企業の環境対策」「次

世代の社会」への関心は１０ポイント以上の差が見られました。また、「健康」「防災」に関す

る意識も高いことが読み取れます。 

新聞・ネット利用者は企業の社会的な責任や持続可能性への取り組みを重視しており、企業

のパーパスに共感しやすい層であると考えられます。企業が自社の存在意義を明確に示し、社

会貢献活動などを積極的に発信することで、ブランドイメージ向上につなげることが期待でき

ます。 

【資料９ページ】企業姿勢を商品・サービス選択時に参考 

 商品・サービスなどを選ぶ際の理由となる積極的な企業姿勢をたずねたところ、すべての項

目で新聞・ネット利用者は全体とネット利用者のスコアよりも高いことがわかりました。 

とりわけ「地域振興」（７２.９％）、「カーボンニュートラル、脱炭素」（５８.６％）、「スポ

ーツ振興・アスリート支援」（５６.９％）、「ダイバーシティー・エクイティー＆インクルージ

ョン（多様性・公平性・包括性：ＤＥＩ）」（５１.９％）の項目はネット利用者よりも１０ポ

イント以上高い結果となりました。 

未来志向・社会貢献などに感度の高い新聞・ネット利用者は、商品・サービスなどを選ぶ際

に企業姿勢を参考にする様子もうかがえます。企業の取り組みを新聞・ネット利用者に伝える

ことで、共感や親しみ、理解促進に結びつく可能性が考えられます。 

【資料１０ページ】情報の質を重視する新聞・ネット利用者 

 新聞・ネット利用者は、メディアの印象・評価として「情報が正確で信頼性が高い」（６８.

２％）、「中立・公正である」（４８.４％）、「世の中の動きを幅広く捉えている」（４６.４％）

といった情報の質を重視する傾向があります。 

また、ネット利用者と比較して１０ポイント以上高いスコアとなった項目は、「地域に密着

している」「中立・公正である」「情報が正確で信頼性が高い」「世の中の動きを幅広く捉えて

いる」でした。 

【資料１１ページ】メディアを組み合わせて購買意欲向上に 

 印象に残る広告ジャンルを複数回答でたずねたところ、新聞・ネット利用者は「商品・サー

ビスの告知」が６２.１％に上り、ネット利用者より９.２ポイント高いスコアでした。新聞広

告とネットを組み合わせて商品・サービスのキャンペーン等を展開すれば、ターゲット層の関

心を集め、購買意欲を高める可能性がうかがえます。 

また、新聞・ネット利用者のスコアはすべての項目でネット利用者よりも高く、とりわけ「謹

告・リコール・回収のお知らせ」「災害からの復興支援」「イベント・募集告知」で１０ポイン

ト以上高いことが分かりました。新聞・ネット利用者はさまざまなことへの関心がより高いこ

とがうかがえます。 
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【資料１２ページ】新聞を起点にネットで情報収集 

 紙の新聞や新聞広告を見てネットで調べることがある人は全体の２７.８％でした。これに

対し、新聞・ネット利用者の５１.６％は紙の新聞や新聞広告を見てネットで調べることがあ

ると回答しており、新聞や新聞広告を情報収集のきっかけにしていることがうかがえます。 

 

Ⅲ 新聞メディアの特性 

【資料１３～２０ページ】新聞や新聞広告の特長をトピック別に紹介します。ネットを「ニュ

ースサイト・アプリ」「ポータルサイト・検索」「ＳＮＳ」「動画共有プラットフォーム」に細

分化したデータも掲載しました。 

 ネットやＳＮＳ等で入手するニュース記事の最も信頼できる提供元として、新聞社が挙げら

れました。また、厳格な審査基準に照らして掲載される新聞広告は、全広告メディアの中で最

も「情報が信頼できる」と評価されました。なお、ネット広告で深刻な問題と思うことをたず

ねたところ、情報の真偽や誇大表現などが上位に挙げられ、生活者は注意しながらネット広告

に接している様子がうかがえます。 

 

◆日本新聞協会について 

新聞・通信・放送１２０社で構成する一般社団法人。会長は中村史郎（なかむら・しろう

／朝日新聞社代表取締役会長）。 

◆日本新聞協会広告委員会について 

日本新聞協会会員新聞社の広告・営業局長６３社６３人で構成。委員長は渡部秀一（わた

なべ・しゅういち／朝日新聞社メディア事業本部アカウントソリューション担当本部長）。 

◆「多メディア時代における新聞の役割とメディア接触者の動向調査」について 

メディア環境や生活様式の変化を踏まえ、日本新聞協会広告委員会が２０１７年から行っ

てきた「新聞オーディエンス調査」を２３年度にリニューアルしました。全国の１５歳以上

７９歳以下の１２００人を対象に、乗り合い形式の訪問留め置き法で各メディアの接触状

況、印象・評価、広告メディアの印象・評価などを調べています。 

 

 〈この件に関する問い合わせ先〉 

   日本新聞協会 広告部広告担当 

      電話：０３－３５９１－４４０７  メール：koukoku@pressnet.or.jp 

 

以  上 


